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１．はじめに
本稿では、小学校英語活動のこれまでの経緯を踏まえ、外国語活動では音声と文字指導がどの
ように扱われているのか、また、今後の指導内容の可能性について取り上げる。2008年（平成20
年）３月、文部科学省（以下、文科省）は小学校学習指導要領の改訂を公示し、これまでの小学
校５・６年生の科目（９教科、道徳、総合的な学習の時間、特別活動）のほかに、外国語活動の
導入を正式に決定した。外国語活動は、2009年（平成21年）からの２年間の移行措置期間を経て、
2011年度（平成23年度）より全面的に実施される。５・６年生の各学年で年間35単位時間の授業
時間数（週１コマ相当）を確保し、原則として英語を取り扱うことを条件に、教科外での必修化
となる。2011年度の本格実施に向けて、全国の多くの公立小学校では、子どもたちの「コミュニ
ケーション能力の育成」に直結するといわれている音声指導を中心に扱った活動内容が行われて
いる。
コミュニケーション手段としての英語力の育成を目的とする授業内容は、これまでの小学校の
英語活動でも実施されており、総合的な学習の時間では国際理解教育の一環として英会話等が行
われてきた。音声面を重視した体験的授業を通して、コミュニケーション能力を習得するという
教育内容は、小学校段階の子どもたちに必要である。しかし、実際には音声指導だけではコミュ
ニケーションの基本的条件を満たしていないという声もあり、問題点がしばしば指摘されてい
る。本稿では、これまでの小学校英語活動の経緯を概観し、「コミュニケーション能力」の概念を
踏まえて、今後の小学校英語には音声と文字の両方からの取り組みが必要であることを明らかに
していきたい。音声中心の指導内容だけでなく、文字指導も適切に取り入れることは中学校英語
の素地となり、さらには子どもたちの関心を持続させる英語活動が期待できるのではないかと考
える。
２．これまでの経緯
公立小学校への英語活動の導入が本格的に検討されるようになったのは1992年（平成４年）頃
である。1992年以降、文部省（現文部科学省）は「英語学習を含む国際理解教育」を研究課題と
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する研究開発学校を各都道府県に指定し、これらの学校で英語の実践授業が主に行われるように
なる。1996年（平成８年）７月の第15期中央教育審議会答申「21世紀を展望した我が国の教育の
在り方について」では、「小学校における外国語教育については、教科として一律に実施する方
法は採らないが、国際理解教育の一環として、『総合的な学習の時間』を活用したり、特別活動
などの時間において、地域や学校の実態等に応じて、子供たちに外国語、例えば英会話等に触れ
る機会や、外国の生活・文化などに慣れ親しむ機会を持たせることができるようにすることが適
当である」という考えが打ち出された。これを受けて、1998年（平成10年）には新学習指導要領
が告示され、総合的な学習の時間という枠の中で「国際理解の一環としての外国語会話等」とし
ての英語の実施が可能となった。この新しい指導要領には「国際理解に関する学習の一環として
の外国語会話等を行うときは、学校の実態等に応じ、児童が外国語に触れたり、外国の生活や文
化などに慣れ親しんだりするなど小学校段階にふさわしい体験的な学習が行われるようにするこ
と」と記されているように、この時点では、小学校英語の導入がカリキュラム編成の過程と並行
して行われてきたこと、そして、子どもたちに英語スキルを習得させることが主たる目的として
いないことが推測される。さらに2006年度（平成18年度）には、全国68校が文科省の研究開発学
校として指定され、「英語科」という教科としての実践研究が試験的に行われるようになる。
1992年以降、小学校における英語教育の導入が本格的に検討されて以来、文科省指定の研究開発
学校や自治体による教育課程という枠での試みを除いては、英語のスキルを伸ばす観点から小学
校に英語を「教育」として組み込むのではなく、総合的な学習の時間や特別活動などの教育課程
の再検討段階で、新しい枠組みの中に盛り込まれ始まったことであるという見方ができる。つま
り、この新たな取り組みは、小学校の教育課程の再編の一部としての英語活動の導入であったと
捉えることができる。
文科省の「平成19年度小学校英語活動実施状況調査」によると、公立の小学校において、約８
割以上の学校が総合的な学習の時間で英語活動を実施していることが明らかになった。また、特
別活動等も含めると、何らかの形で英語活動を実施している学校は97.1％にも及ぶ。このデータ
結果からわかるように、英語活動を取り入れる学校は年々増加傾向にあり、非常に高い割合を示
す。しかしながら、これまでの英語「活動」は学校裁量で行われてきたことである。2008年（平
成20年）１月中央教育審議会「学習指導要領等の改善について」の答申では、教育の機会均等を
保つためにも外国語活動という科目を創設し、必修化に踏み切ることになった理由について次の
ように述べられている：「小学校段階にふさわしい国際理解やコミュニケーションなどの活動を
通じて、コミュニケーションへの積極的な態度を育成するとともに、言葉への自覚を促し、幅広
い言語に関する能力や国際感覚の基盤を培うことを目的とする外国語活動については、現在、各
学校における取組に相当のばらつきがあるため、教育の機会均等の確保や中学校との円滑な接続
等の観点から、国として各学校において共通に指導する内容を示すことが必要である。その場
合、目標や内容を各学校で定める総合的な学習の時間とは趣旨・性格がことなることから、総合
的な学習の時間とは別に高学年において一定の授業時数（年間35単位時間、週１コマ相当）を確
保することが適当である」。これを受けて、2008年（平成20年）３月28日に学習指導要領の改訂
が告示され、公立小学校の５、６年生を対象に外国語活動の必修化が、教科外ではあるが、正式
に決定したのである。文科省の「平成21年度公立小・中学校における教育課程の編成・実施状況
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調査（Ａ票）」の結果、97.8％の学校が５・６年生の外国語活動を実施していることがわかる。さ
らに、年間総授業時数においても５・６年生対象の授業で年間授業時数が60％の学校で必修化と
同じ時間数の35時間以上をとっており、授業時間数の平均が28.2という結果がベネッセ教育開発
センターより発表されている。
小学校全体におけるカリキュラムの見直しの過程で生じた英語活動であるが、一方で、「小学
校段階にふさわしい国際理解やコミュニケーションなどの活動」という活動内容からは、英語教
育全体の今後のあり方を視野に入れた試みであるというもう一つの見解が可能である。2002年の
７月に文科省は、「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想」を発表する。この構想は、
グローバル化の急速な進展に対応するための対策として、「英語が使える日本人」を育てるため
に打ち出されたものであり、「中学校・高等学校を卒業したら英語でコミュニケーションができ
る」「大学を卒業したら仕事で英語が使える」ことを目標にしている。「コミュニケーション手段
としての英語」という観点から、初期の学習段階においては音声によるコミュニケーション能力
を重視しながらも、『聞く』『話す』『読む』『書く』の総合的なコミュニケーション能力を身に付
けること」が重要とされている。そのためには、「新学習指導要領を踏まえ、各学校段階で求め
られる英語力の達成目標を設定し、英語の授業の改善、英語教員の指導力向上及び指導体制の充
実、英語学習のモティベーションの向上などに取り組み、接続する学校間が連携しながら、それ
ぞれの段階で求められる英語力を着実に身に付ける指導を推進」することであると示している。
特に小学校の段階では、この段階でふさわしい音声を使用しながら体験的な英語活動を行い、英
語力の高い教員、とりわけネイティブスピーカーが指導を行うことの重要性を指摘している。
このように1992年頃から20年ほどかけて検討されてきた小学校の英語活動の背景には、二つの
見解が示唆される。ひとつは小学校のカリキュラム編成の中で慎重な議論を重ねてきた結果とし
てこの段階の子どもたちにふさわしい授業が展開されたことの現れである。もうひとつは、これ
と同時期に進められてきた「英語が使える日本人」育成計画という日本人全体としての英語の改
善についての構想の中で、早期教育として小学校段階から「コミュニケーション能力」が積極的
に求められたことが結果として現れていることを意味する。つまり、小学校への英語活動導入の
契機は、カリキュラム編成の枠の中で議論されてきた成果であると同時に、国際化への急速な対
応の流れの中で「コミュニケーション能力」習得を最優先課題とする必要性から生じたものであ
る。一見二つの見方があるようだが、どちらも相互に関係しており、「コミュニケーション」能
力を育むことを主とした目標として掲げているということには違いがないと思われる。
３．小・中学校学習指導要領から見る英語活動
ここでは、小学校と中学校の学習指導要領で示されているそれぞれの目標を比較検討し、小学
校外国語活動の特徴について取り上げる。新学習指導要領の外国語活動の「目標」には「外国語
を通じて、言語や文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーション
能力の素地を養う」と規定されている。これは、2001年度の「小学校英語活動実践の手引」にみ
られた文字と音声の両方の指導とは異なる。これに対して、新しい学習指導要領では「コミュニ
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ケーション能力」や「音声」についての言及が目立ち、指導内容が変更されていることに気付く。
さらには、中学校の学習指導要領における外国語の「目標」との比較から小学校との区別が見受
けられる。中学校における外国語の「目標」とは、「外国語を通じて、言語や文化に対する理解
を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、
読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎を養う」ことと言及されている。
小学校と中学校のそれぞれの外国語に見られる目標には、「コミュニケーション能力を養う」
ことが統一された主な目標となっており、文言もほとんどが共通している。しかし、小学校の方
に含まれている「体験的」、「音声」という言葉が中学校にはない。どちらもコミュニケーション
能力重視には変わりないが、小学校段階ではその「素地」を養うこと、中学校では「基礎」を養
うこと、との違いは明確にされている。中学校ではコミュニケーションが「聞くこと」、「話すこ
と」、「読むこと」、「書くこと」の４技能の習得といったスキル面と関連してくることに対して、
小学校の段階では、あくまでもスキルの習得ではなく、「音声」の学習から英語に慣れることを
最大の目標としているからである。小学校学習指導要領解説において、「小学校段階の外国語の
学習については、聞くことなどの音声面でのスキル（技能）の高まりはある程度期待できるが、
実生活で使用する必要性が乏しい中で多くの表現を覚えたり、細かい文構造などに関する抽象的
な概念を理解したりすることを通じて学習の興味・関心を持続することは、児童にとって難しい
と考えられる。したがって、中学校段階の文法等を単に前倒しするのではなく、あくまでも、体
験的に『聞くこと』『話すこと』を通じて、音声や表現に慣れ親しむこと」を焦点にあてている。
小学校段階では音声中心の「聞く」、「話す」を盛り込んだ授業内容がふさわしいことが肯定的に
捉えられている。
４．音声と文字による指導の必要性
4. 1　音声指導について
３．で行った小学校と中学校の新学習指導要領に示されている目標が裏付けるように、「外国
語活動」の根幹である「コミュニケーション能力」の育成のため指導内容として「音声」指導が
重要な位置を占めている。これは、文法などの知識の習得を排除するような指導内容になってい
ることも指摘できる。英語を知識として学ぶのではなく、まずは「コミュニケーション」の能力
を身に付けさせ、「英語が使える」ことを優先課題として積極的に取り組もうとする姿勢が見受
けられる。「コミュニケーション能力」を育むには小学校段階における「音声」指導が大切であ
る。では、小学校の英語で求められる「コミュニケーション」能力とはどういうことなのか。ま
ずは、「コミュニケーション」の意義について確認し、小学校段階にふさわしいといわれている
音声指導との関連性について見ていきたい。
小学校学習指導要領の指導内容では、第５・６学年のコミュニケーション指導について、次の
３つが設定されている：
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（１）外国語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験すること。
（２）積極的に外国語を聞いたり、話したりすること。
（３）言語を用いてコミュニケーションを図ることの大切さを知ること。
ここから理解できることは（２）で「聞いたり」「話したり」と示されているように、ここで考
えられる「コミュニケーション」の定義とは、「聞く」「話す」「読む」「書く」の４技能を含めた
意味でのコミュニケーションではなく、「聞く」「話す」に限定したものである。また、日本と外
国の言語や文化についての理解についての指導に関する部分からも「音」による指導を推進して
いることがわかる：
（１）外国語の音声やリズムなどに慣れ親しむとともに、日本語との違いを知り、言葉の面白さ
や豊かさに気付くこと。
（２）日本と外国との生活、習慣、行事などの違いを知り、多様なものの見方や考え方があるこ
とに気付くこと。
（３）異なる文化をもつ人々との交流等を体験し、文化等に対する理解を深めること。
ここに挙げられている指導内容は、大きく２つである。一つは体験を通じて積極的に英語のイン
トネーション、リズムやストレスを「音声」からきちんと獲得すること。もう一方は日本と外国
の違いについて言語的・文化的な違いに気づくことである。小学校学習指導要領解説によると、
「現代の子どもたちは自分や他者の感情や思いを表現したり、受け止めたりする表現力や理解力
に乏しいとされる。児童が豊かな人間関係を築くためには、言語によるコミュニケーション能力
を身につけることが求められる」という。そのために、「多くの表現を覚えたり、細かい文法事
項を理解したりすることよりも、実際に言語を用いてコミュニケーションを図る体験を通して、
それらの大切さに気付かせること」が子どもにとっての学ぶ喜びであり、大きな意義があると言
える。小学校段階で求められている「コミュニケーション」とは、解説からも明らかであるよう
に、「音声」指導を重視し「話す」「聞く」といった能力を中心に育んでいく「コミュニケーショ
ン活動」を目指すものである。
4. 2　共通教材「英語ノート」から見る音声中心指導
2011年度の完全実施化に向けて、文科省は共通のテキストとして「英語ノート１・２」を作成
した。このテキストは2009年から全国の５・６年生に配布されている。「英語ノート」には絵が
多く、遊びやゲームを中心に学べるように内容が工夫されている。コミュニケーションのあらゆ
る場面を設定しながら、子どもたちは英語を発話し体験学習を行うことが可能である。外国語活
動には検定教科書はなく、この「英語ノート」も法的な使用義務はない。しかし、実際の教育現
場では指導力の高い教員も少ないことから、この教材に全面的に頼り有効活用する学校も多い。
文科省の「平成19年度小学校英語活動実施状況調査」の結果によれば、英語活動として指導され
ている内容としては、「歌やゲームなどの英語に親しむ活動」、「簡単な英会話（挨拶、自己紹介）
の練習」、「英語の発音の練習」が多いことが挙げられており、この結果と「英語ノート」の使用
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頻度との関連性が指摘されることがある。「コミュニケーション力」や「音声」を重視する考え
方がこの「英語ノート」の内容にも反映されている。「英語ノート」に登場する語彙に注目する
ことで、これまでに見てきた学習指導要領における外国語活動の目標である「コミュニケーショ
ン能力」の育成と「音声」指導との関連性が明らかになる。
神谷ら（2009）は、この「英語ノート」に登場する語彙について、詳細な分析を行っている。
神谷らは、複数の子ども用語彙リストを比較検討し、言語習得の初期段階にはどれも名詞が高い
割合で出現することを確認している。この調査を踏まえて、さらに「英語ノート」で取り扱われ
ている語彙の詳細な分析を取り扱っている。結果として挙げられているのは、「英語ノート」に
登場する語彙のほとんどが名詞であり、動詞については、わすかであることがわかっている。子
どもたちが触れる英語の約70％が名詞であることを指摘している。このデータ結果から考えられ
ることは、小学校段階では、読み・書きといった中学校で求められる学習内容は一切取り上げて
いないことである。つまり、文の構造や文法といったスキルの習得を避ける傾向がこの教材にも
現れていることがわかり、文が登場しても、それをそのままの文や表現として覚えるような仕組
みとして扱うように思われる。「英語ノート」が扱う主な品詞が名詞であるという特徴からいえ
ることは、やはり学習指導要領の目標や指導内容が掲げるような音声指導の強化を示すことにも
つながってくる。小学校の段階で名詞中心に取り扱うことは、文を作成する機会が減ることにな
る。文法を避けるため、文を作る動詞を少なくしているといった傾向をとるのはこうした背景に
ある。あくまでも目標にあるように「音声」や「コミュニケーション」の導入であり、文字指導
が行わないことを示唆している。
小学校では子どもたちの発達段階と興味に合わせて柔軟な指導を行いながら、子どもが消化で
きる範囲で実施することが大切である。そのための体験的な授業内容になっていることは大きな
意義ある。また、第二言語習得という観点からも、小学校高学年の子どもにとっては音声による
インプットがふさわしい時期であることはこれまでの多くの研究から明らかにされてきた。子ど
もの言語習得にはある適切な時期、臨界期があるといわれている。はっきりとした年齢の説はな
いが、「音声」習得に適した時期を指摘する研究者も多くいることは確かである。久埜ら（2008）
は、音に対する感覚を身につけるのには、小学校段階で学ぶべきであるという結論を提示してお
り、次のように述べている。「色・数・形の言い方を覚えるのは、大学や専門学校に入ってから
でも間に合う。しかし、色・数・形などの単語を使ってコミュニケーションをとるときに通用す
る音の基盤を作り、正しい語順で発話する『感覚』を育てるためには、中学校になってからでは
遅すぎる」（47）。さらに小学校で正しい「音」を体得するには好都合であることを主張している。
このように、「音声」の指導を開始する時期が小学校の段階にあることははっきりしている。
そして英語学習にも多大なる影響を与えることもわかっている。この時期に身に付けた自然な音
感は中学校に入ってからも活かせることを久埜らはさらに次のように述べている。「英語という
日本語とは異質の音に対する抵抗感が薄れる。あえて抵抗感がなくなるといわないまでも、その
異質さへの興味を持たせることができる。そうすると、小学校時代に英語に触れた子どもの多く
が、中学生になったときに中学の英語の教科書を音読する練習を嫌がらない、テキストの音源を
聞いて真似をすることに興味を示す。これが大事なことで、中学で学習する英文を音で感じ、耳
の奥で記憶することができる。リズムに乗って動詞の活用を覚えることが苦にならない。形容詞
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などの語尾変化を口で繰り返し言って覚えようとする」（45）。小学校、特に高学年で獲得した音
に対する感覚、イントネーションや発話方法は、中学校英語へのベースとなり「コミュニケー
ション能力」の育成には欠かせない指導方法である。
4. 3　文字指導の意義について
小学校で「聞く」、「話す」といった音声指導を主な活動内容として扱うことになった背景につ
いてこれまで述べてきた。これは、中学校で行う「聞く」、「話す」、「読む」、「書く」の４技能の
獲得が生徒にとって負担であることを考慮した結果でもある。しかしながら、「話すこと」「聞く
こと」を重点的に学んだ子どもたちが中学校に入学した時、文字を介した学習をしていない状態
では中学校の英語の４技能を習得することの難しさについてもしばしば指摘される。音声指導の
みでは、結果としては、中学校ではもう一度文字を介しながら「話したり、聞いたり」すること
を指導しなければならない。これでは、子どもにとって負担でもあり、指導する教員側の負担に
もなることが想定される。
確かに、子どもの言語習得の観点からも、音声を主に扱った内容の指導が小学校の段階から行
われることの意義は明確である。しかし、高学年の子どもたちは、特に６年生にもなると、「文
字」への関心や興味を示すようになる。小学校の高学年と低学年には英語の習得に違いがみられ
る。低学年の子どもは、無意識に先生が言う通りに発音するため、正しい音を身に付けさせるこ
とが大切である。しかし、高学年の子どもは、音声の指導だけでは十分でないことがいえる。特
に６年生になると、論理的思考が発達してくる段階であり、自分の発音を意識してしまう。つま
り、「聞いたり」「話したり」する訓練の繰り返しでは飽きてしまうのである。これでは、中学校
へ進んだ時に、無理なく「読んだり」「書いたり」という技能の習得には連携しにくくなり、む
しろ英語嫌いをまねく恐れがある。高学年は抽象概念への理解を示すようになり、文字を使用し
た言語活動にむしろ興味を示すようになる。したがって、児童に語彙を導入する際には、語彙を
提示する絵の下に文字を提示することで、児童は、音声の補助として、文字を効果的に認識でき
るようになり、文字指導も肯定的に捉える必要がある。
子どもの認知発達の観点からも６年生の文字の獲得が適切な時であることが窺える。ピアジェ
の発達理論によると、小学校５年生にあたる10～11歳頃の子どもは「具体的操作期」（concrete 
operational period）にあり、さまざまな保存が可能で、またもとの状態に戻ろうとする作業も
働く。思考内容についてはやや未発達で未熟なところもある。そのため、具体的なものに関して
の運用能力は持っていない段階がこの年代の子どもである。６年生にあたる11～12歳になると
「形成的操作期」（formal operational period）に入り、５年生の頃には十分でなかった抽象的思
考が可能になる。また形式的なことを重んじるようになる。英語の必修化の対象とされる５・６
年生について、外国語活動の対象である学年をまとめた扱いをするのではなく、それぞれ指導内
容を慎重に行う必要がある。
教員側からの一方的な音声指導では、必ずしも学習内容の向上にはつながらないことをアレン
玉井は指摘し、さらには「気付く」ことの大切さについて述べている。「本来、『気付き』とは教
えるものではなく、自然に感じるものである。大量の言語に触れていかなくては『気付き』は育
たないのである」（15）。また、宮曽根が述べているように、音声指導が小学校段階の子どもに
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は、母国語習得と同じように、学習する適切な時期があることが理解できる。さらに、音声と読
み書きも、考え方を間違えなければ、適切に行うことができる。母語習得と同じような過程をた
どらせながら、ことばの習得を身に付けることが必要になってくるのではないかと言える。
「英語ノート」にも現れているように、文字にあまり積極的でない指導内容では、たとえ音の
感覚を身に付けたとしてもあまり効果的ではないように見受けられる。「音声」と「文字」によ
る指導の必要性は十分ありうることで、「音声」重視の教育では、子どもには十分であるとは必
ずしもいえないことがわかる。バトラー後藤（2005）は、音声面のスキルの導入時期について、
「導入の意図を明確に把握したうえで、時期や導入の方法をきちんと計画立てて導入する必要が
ある」（138）。さらに、文字指導についても適切な時期に行うべきとし、「文字の指導も同様であ
る。文字への興味が高まっている時期に、あえて文字を導入しないのは不自然である」ことを指
摘する。
外国語活動が示す「コミュニケーション能力」という概念はあくまでも「聞く」、「話す」とい
う観点から捉えられていたが、これまでに見てきたように「音声」と「文字」の関係から捉える
と、宮曽根が言うように、「読むこと」は、「他者との対話を通してテキストの理解を共有するコ
ミュニケーションの一形態であるという認識を持つ」（12）という見方が必要になってくる。高
学年、特に６年生に音声のみを扱った内容はふさわしいとはいえず、コミュニケーションの定義
について、単に会話的な要素を中心とした手段ではないことを見直す必要があると思われる。こ
うした捉え方をすることにより、音声の基本的な知識の習得は、中学校英語との連携も可能性と
して十分にある。「音声」だけではなく、文字指導の導入も正しく取り入れることができれば、
文法までは求めなくても子どもたちの言語能力によい影響が与えられる。
「文字」指導の導入は、「音声」指導と同じく小学校段階という成長過程の子どもには大切であ
る。野呂も、小学校からの文字指導の必要性を指摘しているが、その取り入れ方法については、
まずは音韻認識力を高めることが大事であると述べている。小学校で英語活動が導入されたら、
早い段階でたくさんの音声にふれること。こうすることで音韻認識力は高められるという。子ど
もたちが音声に慣れてきた頃に、「音声の構成部分と活字とを結びつける」（114）フォニックス
の練習を行うことを奨める。「英語の文字と音声に変換する基本的なルール」（114）を身に付け
る練習を少しずつ取り入れる。
また、荒川ら（1999）は、文字指導の意義について分析を行い、次の４点にまとめている。
（１）子どもの知的欲求に合致している。（51）
（２）音声の把握を自覚的、分析的にさせる。（51）
（３）記憶内容を定着、蓄積させる。（51）
（４）自習を可能にし、習得材料を拡げる。（52）
このように荒川らが指摘するのは、ただ単純に音声に文字を合わせるのではなく、音声と文字の
関係を理解させるような指導方法でなければ音声の認識にはつながらないというのである。文字
の綴りや文字の組み合わせをきちんと定着され、習得させることは確実な音声認識にもつながる
のではないかという。つまり、文字指導の導入の前提として、英語の音の聞き分けを徹底的に行
うことが肝要である。音声認識力には文字を音読することが前提となるため、音声認識力を伸ば
すには十分音声に触れることが必要である。音韻認識とは話ことばにおける音の違いを系統的に
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理解することである。子どもは、音声の組織的な違いに気づくことが求められ、この蓄積が文字
の習得へと関係してくるのである。そのため、子どもの「文字」習得をあえて抑制するような授
業ではなく、「音声」指導と「文字」指導の両方の効果的な活用により、子どもたちの英語活動
を支えていく必要がある。「コミュニケーション能力」の向上という観点からも「発話」のみか
ら捉えるのではなく、子どもの発達過程と合わせながら、「音声」と「文字」のバランスが取れ
た豊かな指導方法が効果的な学習方法となることが期待される。
５．まとめ
2011年度以降の小学校外国語活動の完全実施に向けて、全国の多くの公立小学校では試行錯誤
を重ねながら英語活動の指導に取り組んでいる。ほとんどの学校では、「音声」学習を中心に扱
い、学習指導要領の「コミュニケーション能力の素地を養う」という目標内容に沿う授業を展開
している。小学校の段階では、英語活動を音声の指導から始めることが適切である。しかし、高
学年のうち５年生と６年生では興味や考え方が異なってくる。子どもはだんだん年齢が上がるに
つれて文字に関心をもつようになり、抽象概念や分析力が身につくからである。したがって、音
声から文字への関心が現れる時期を慎重に見ながら、文字指導を促す必要がある。十分な音声指
導に文字が導入されることにより、子どもたちは音と文字の関係に気づくようになる。中学校で
英語嫌いになる生徒が多くなるのはこの文字指導が十分できていないからである。小・中学校の
連携という観点からも、今後は中学校の教員も小学校英語の取り組みをもっと把握できるよう、
連携のさらなる強化を図る必要があると言える。
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